
（仮称）白石小原陸上風力発電事業環境影響評価方法書

に対する知事意見について

本事業は、宮城県白石市と福島県国見町の約 1,487ha を対象事業実施区域として、ロ
ー タ ー直径約 117m、全高約 144ni の風力発電機を最大 19 基設置し、 出力が最大で

79,SOOkW の風力発電所を整備する計画である（風力発電機は全て白石市に設置される。）。

対象事業実施区域は阿津賀志山鳥獣保護区と近接しており、区域内には土砂流出防備

保安林等が含まれる。

以上を踏まえ、本事業による環境影響を回避又は十分に低減するため、事業者は次の

事項等に対応し、 環境影響調査を行うこと。

1 総括的事項

(1) 資源エネルギー庁「事業計画策定ガイドライン」 (2023 年 4 月改訂）等を踏ま

え、自治体及び対象事業実施区域周辺の住民等に対し、事業による環境への影響に

ついて丁寧かつ十分な説明に努めること。

また、風力発電所から生じる騒音や景観をはじめとする環境影響調査結果につい

ても適切な方法で公開するよう努めるなど、住民の不安解消に留意すること。

(2)当事業との 累積的な環境影響が懸念される他の風力発電事業等について、公開情

報の収集や当該事業者との情報交換等に努め、累積的な環境影響について適切な予

測及び評価を行うこと。

また、その結果を踏まえ、風力発電設備の配置計画等について検討し、必要に応

じ事業計画の見直しを行うこと。

(3) 環境影響調査結果を踏まえ、予測の不確実性が大きい等により事後調査が必要と

判断される事項について、事後調査の実施を検討し、その調査方法案を準備書に記

載すること。 なお、事後調査方法等は必要に応じて専門家等の意見を踏まえ、検討

すること。

2 個別的事項

(1)大気環境について

ア 環境影響評価方法書（以下「方法書」という。 ）では、騒音に係る環境影響調

査の調査時期を2季としているが、四季変動による騒音と、施設の稼働に係る影

響を調査するため、動植物の繁殖時期や嗚き方の時期などを踏まえ、適切な調査

時期を選定すること。

イ 環境影響調査結果を踏まえ、騒音及び低周波の影響を回避又は十分に低減でき

るよう環境保全措置を講じ、影響を回避又は十分に低減できない場合は事業計画

の見直しを行うこと。

また、環境保全措置の検討に当たっては、風力発電機からの距離や環境省が定

める「風力発電施設から発生する騒音等測定マニュアル」等をもって一概に判断

するのではなく、必要に応じて適切な措置を講じること。
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